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2025年度税制改正では、2024年9月13日に企業会計基準委員会から公表された
企業会計基準第34号「リースに関する会計基準」等（以下、「新リース会計基準」）
を踏まえ、リース税制の整備が行われました。 

国際課税の分野では、2023年度税制改正で創設された、グローバル・ミニマム
課税における所得合算ルール（IIR: Income Inclusion Rule）に相当する「各対
象会計年度の国際最低課税額に対する法人税」について、OECDから公表された
ガイダンスや国際的な議論の内容等を踏まえた見直しが行われるとともに、グ
ローバル・ミニマム課税の導入により対象企業に追加的な事務負担が生じるこ
と等を踏まえ、外国子会社合算税制の見直しも行われました。 

また、2024年度税制改正で創設されたイノベーション拠点税制の適用も開始さ
れました。 

このTax Newsletterでは、2026年3月期の税務申告に影響のある主要な改正項
目のポイントを解説するとともに、2026年3月期決算における税効果会計に影
響を及ぼす可能性のある改正項目についても言及いたします。  
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I. 2026年3月期から適用が開始される主な改正項目 

1. リース税制 

新リース会計基準における借手の会計処理は、全てのリースを使用権の取得と
捉えて使用権資産を貸借対照表に計上するとともに、リースの費用配分の方法
については、リースがファイナンス・リースであるかオペレーティング・リー
スであるかにかかわらず、使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る
利息相当額を計上することとされています。 

新リース会計基準における貸手の会計処理は、基本的に旧リース会計基準を踏
襲したものとされており、リースの分類についても、ファイナンス・リースと
オペレーティング・リースとに分類したうえで、ファイナンス・リースについ
て所有権移転ファイナンス・リースと所有権移転外ファイナンス・リースとに
分類することとされています。一方で、企業会計基準第29号「収益認識に関す
る会計基準」との整合性を図る観点から、旧リース適用指針において認められ
ていた「リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法」（割賦基準）が廃
止されることとなりました。 

新リース会計基準は、原則として2027年4月1日以後に開始する連結会計年度及
び事業年度の期首から適用することとされていますが、2025年4月1日以後に開
始する連結会計年度及び事業年度の期首からの早期適用も可能とされています。 

これを受け、2025年度税制改正では、リース取引に係る税制上の取扱いについ
て、以下の整備が行われました。 

（1）法人税法上の取扱い 

（i）オペレーティング・リース：費用の取扱いの明確化（借手） 

上述のとおり、新リース会計基準における借手の会計処理は、全てのリースに
ついて使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額として費
用配分するという単一モデルが採用されるため、オペレーティング・リースに
ついては従来の賃貸借処理とは大きく異なる処理となります。一方で、法人税
の観点からは、たとえば以下の理由により、オペレーティング・リースの借手
については新リース会計基準による会計処理を前提として所得計算を行うこと
は適当ではないとされ、その会計処理にかかわらず、支払賃借料のうち債務の
確定した部分の金額を各事業年度の損金の額に算入することが明確化されまし
た。 

• 新リース会計基準では、オペレーティング・リースの貸手の会計処理につい
ては、引き続き賃貸借取引に係る方法に準じた処理とされていることを踏ま
えると、オペレーティング・リースの借手の会計処理は、取引の経済的実態
との整合性の観点からより適切なものとして見直されたものではないと考
えられること。 

• 法人税法上、取引の当事者間において同じ取引を別の種類の取引として認識
することは適切ではないこと。 



KPMG Japan tax newsletter/March 2026       3 

© 2026 KPMG Tax Corporation, a tax corporation incorporated under the Japanese CPTA Law and a member firm of the KPMG global organization of 
independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 

• 法人税法においては、取引の経済的実態との整合性を優先すべきであり、賃
借に係る費用を債務の確定していない部分を含めて損金算入することは、費
用の損金算入に関する法人税の基本的な考え方（債務確定主義）に反するこ
とになること。

したがって、新リース会計基準を適用する法人がオペレーティング・リース取
引を行った場合、借手における会計上の費用計上額と法人税法上の損金算入額
に差異が生じることがあり、その場合には申告調整を行うこととなりますので
留意が必要です。 

上記の改正は、2025年4月1日以後に開始する事業年度について適用されます。 

（ii）ファイナンス・リース：所有権移転外リース取引の範囲の見直し

所有権移転外リース取引に該当しないための要件のうち、リース資産を著しく
有利な価額で買い取る権利（以下、「割安購入権」）に関する要件について、新リ 
ース会計基準の内容と同様に、以下のようにリース資産を買い取る権利が割安
購入権である場合のほか、その他の事情によってもその権利行使が確実である
場合には、所有権移転リース取引として扱うこととされ、所有権移転外リース
取引には該当しないこととされました。 

割安購入権に関する要件 

改正前 改正後 

そのリース取引に係る賃借人に対し、
リース期間終了の時又はリース期間の
中途においてリース資産の割安購入権
が与えられているものであること。

そのリース取引に係る賃借人に対し、リース期間終了の時又はリース
期間の中途においてリース資産を買い取る権利が与えられており、か
つ、その権利が割安購入権であることその他の事情により、その権利
が行使されることが確実であると見込まれるものであること。 

この改正は、法人が2025年4月1日以後に締結する所有権移転外リース取引に係
る契約について適用されます。 

（iii）ファイナンス・リース：所有権移転外リース取引に係るリース資産の
減価償却方法（リース期間定額法）の見直し（借手） 

新リース会計基準では、使用権資産の償却において、残存価額を0とすることと
され、残価保証額を残存価額とする取扱いが廃止されたことを受け、所有権移
転外リース取引に係るリース資産の減価償却方法であるリース期間定額法の計
算においても他の減価償却資産と同様、以下のように備忘価額（1円）まで償却
できることとする改正が行われました。 

リース期間定額法による減価償却費の計算

改正前 
償却限度額 ＝ 

（リース資産の取得価額 － 残価保証額）
× その事業年度のリース期間の月数 

リース期間の月数

改正後 
償却限度額 ＝ 

リース資産の取得価額
× その事業年度のリース期間（*）の月数 

リース期間（*）の月数

（*） 新リース会計基準に定めるリース期間を用いて経理を行っている場合には、
そのリース期間が税務上のリース期間として取り扱われます。 
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上記の改正は、2027年4月1日以後に締結された所有権移転外リース取引に係る
契約に係るリース資産の減価償却について適用することとされていますが、新
リース会計基準は2025年4月1日以後に開始する事業年度から任意適用が可能
とされていることを踏まえ、以下の経過措置が設けられています。 

【経過措置】 

2027年3月31日までに締結された所有権移転外リース取引に係るリース資産で
その取得価額に残価保証額が含まれているもの（以下、「経過リース資産」）を
有する法人については、2025年4月1日以後に開始する事業年度の償却方法につ
き、以下の経過リース期間定額法を選定することができます。 

経 過 リ ー ス 期 間
定額法 償却限度額 ＝ 

経過リース資産の改定取得価額 
× その事業年度の改定リース期間の月数 

改定リース期間の月数 

 改定取得価額 経過措置の適用を受ける最初の事業年度開始の時における経過リース資産の取得価額（その
最初の事業年度の前事業年度までの各事業年度においてした償却の額でその各事業年度の
所得の金額の計算上損金の額に算入された金額がある場合には、その金額を控除した金額） 

改定リース期間 経過措置の適用を受ける経過リース資産のリース期間のうち、その適用を受ける最初の事業
年度開始の日以後の期間 

ただし、この経過措置の適用を受ける場合には、以下の点に留意が必要です。 

• その適用を受けようとする事業年度において有する全ての経過リース資産
について経過リース期間定額法を選定しなければならない。 

• 経過リース期間定額法を採用しようとする事業年度（2027年3月31日後最初
に開始する事業年度以前の事業年度に限られます。）に係る確定申告書等の
提出期限までに、経過リース資産の種類その他一定の事項を記載した届出書
を納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。 

（iv） ファイナンス・リース：「償却費として損金経理をした金額」に含ま
れる金額の明確化（借手） 

改正前の規定では、リース取引（ファイナンス・リース取引）に係るリース資産
につき、賃借人が賃借料として損金経理をした金額は、法人税法上、償却費と
して損金経理をした金額に含めることとされていました。 

これは、旧リース会計基準において、個々のリース資産に重要性が乏しいと認
められる場合はオペレーティング・リース取引の会計処理に準じて、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行うことができることとされていたこ
と等を踏まえた規定ですが、新リース会計基準では、借手のリース料を借手の
リース期間にわたって原則として定額法により費用として計上することとされ
ました。 

これにより、新リース会計基準のもとで計上される費用は必ずしも「賃借料」
に限定されないこととなるため、賃借料以外の費用として損金経理をした金額
についても、償却費として損金経理をした金額に含まれることを明確化する改
正が行われました。 
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この改正は、2025年4月1日以後に開始する事業年度について適用されます。 

（v） ファイナンス・リース：リース譲渡に係る収益及び費用の帰属事業年
度の特例（延払基準）の廃止（貸手） 

新リース会計基準では、旧リース適用指針において認められていた「リース料
受取時に売上高と売上原価を計上する方法」（割賦基準）が認められなくなった
ことを踏まえ、法人税法上の「リース譲渡に係る収益及び費用の帰属事業年度
の特例」（延払基準）は廃止されました。 

これにより、今後は法人税法第22条及び第22条の2の規定により、新リース会計
基準に従って経理された収益及び費用の額が、法人税法上の益金の額及び損金
の額に算入されることになります。 

また、延払基準の廃止に伴い、以下の経過措置が講じられました。 

【経過措置】 

対象法人 2025年4月1日前にリース譲渡（リース取引による
リース資産の引渡し）を行ったことがある法人 

経過措置事業年度 2025年4月1日以後に開始する事業年度 

対象となるリース譲渡
（旧リース譲渡） 

2027年3月31日以前に開始した事業年度において
行ったリース譲渡 

経過措置の内容 対象法人の経過措置事業年度の旧リース譲渡につ
いては、引き続き延払基準の適用が認められる。 

ただし、旧リース譲渡について以下の（A）又は（B）に該当する場合には、未
計上収益額及び未計上費用額を以下の（a）又は（b）の方法で益金の額及び損
金の額に算入することとなります。 

 （a） 未計上収益額 ≦ 未計上費用額 

その経理しなかった事業年度において
未計上分を一括計上 

旧リース譲渡 
（リース譲渡の特
例（*1）の適用を受
けたものを除く。） 

 

（A） 

2025年4月1日から2027年3月
31日までの間に開始した事業
年度において延払基準の方法
により経理しなかった場合 

 

 

（b） 未計上収益額 ＞ 未計上費用額 

その経理しなかった事業年度以後5年
間で未計上分を均等計上（*2） 

 

 

（a） 未計上収益額 ≦ 未計上費用額 

2027年4月1日以後最初に開始する事
業年度において未計上分を一括計上 

リ ー ス 譲 渡 の 特
例（*1）の適用を受
け た 旧 リ ー ス 譲
渡 

 

（B） 

2027年4月1日以後最初に開始
する事業年度において旧リー
ス譲渡に係る未計上収益額・未
計上費用額がある場合 

 

 

（b） 未計上収益額 ＞ 未計上費用額 

2027年4月1日以後最初に開始する事業
年度以後5年間で未計上分を均等計上
（*2） 
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（*1） 法人がリース譲渡を行った場合において、その法人の経理にかかわらず、
そのリース譲渡に係る対価の額のうち利息に相当する部分の金額をリース
譲渡の対価の額からその原価の額を控除した金額の20％相当額としてその
リース譲渡の日の属する事業年度以後の各事業年度の収益の額及び費用の
額に算入することができる特例（旧法法63②）をいいます。 

（*2） （b）の取扱いは、確定申告書に5年均等計上の適用により益金の額及び損
金の額に算入される金額の記載がある場合に限り、適用されます。 

なお、旧リース譲渡（リース譲渡の特例の適用を受けたものは除かれます。）に
係る収益の額及び費用の額について、2027年3月31日後最初に開始する経過措
置事業年度において、延払基準の方法のうちその経過措置事業年度以後の各事
業年度においてその旧リース譲渡の対価の額のうちに含まれる利息に相当する
金額のみをその各事業年度の収益の額とする方法（新リース会計基準において
認められている方法）により経理した場合には、上記（B）の場合から除くこと
とされています。つまり、旧リース譲渡につき新リース会計基準において認め
られている方法により経理している場合には、同日後に開始する経過措置事業
年度においても、引き続き改正前の規定を従来どおり適用できることとなりま
す。 

（2）地方税法上の取扱い 

法人事業税の外形標準課税においては、法人税の改正に合わせ、以下のように
付加価値割の課税標準である付加価値額の算定の基礎となる支払賃借料におけ
るオペレーティング・リースの取扱いについて、会計上の取扱いにかかわらず、
従前どおりの処理となるよう規定の整備が行われました。 

オペレーティング・リースに係る借手の処理 

新リース会計基準 付加価値割の取扱い 

以下の金額が費用計上される。 

• 使用権資産に係る減価償却費 

• リース負債に係る利息相当額 

従前どおり以下のように取り扱われる。 

• 土地又は家屋の賃借権の対価として支払う金額のうち、
損金算入される金額を支払賃借料に計上する。 

• 利息相当額は支払利子に含めない。 

これにより、新リース会計基準を適用する法人は、損益計算書の勘定科目から
付加価値額の算定の基礎となる支払賃借料や支払利子への計上額を直接把握す
ることが困難になる可能性がありますので、申告に必要となる金額の集計方法
には留意が必要です。 

この改正は2025年4月1日以後に開始する事業年度について適用されます。 
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2. イノベーション拠点税制 

日本の研究開発拠点としての立地競争力を強化し、無形資産投資を促進する観
点から、2024年度税制改正において、国内で自ら行う研究開発により生じた特
許権等の譲渡等により生ずる所得に対して30％の所得控除を認める「イノベー
ション拠点税制」が創設されました。 

（1）制度の概要 

対象法人 青色申告法人 

対象事業年度 2025年4月1日から2032年3月31日までの間に開始する各事業年度（7年間） 

対象知的財産 

（特定特許権等） 

以下の知的財産うち日本の国際競争力の強化に資する一定のもの（以下、「適格特許権
等」）で、対象法人が2024年4月1日以後に取得又は製作したもの 

• 特許権 

• 人工知能関連技術を活用したプログラムの著作物 

対象所得
金額 

原則 対象事業年度において行った特許権譲渡等取引ごとに、以下の算式で計算した金額の
合計額 

 

特許権譲渡等取引
に係る所得の金額 

 

× 
分母の金額に含まれる適格試験研究費の額の合計額  

その対象事業年度及びその対象事業年度前の各事業年
度（2025年4月1日以後に開始する事業年度に限る。）に
おいて生じた研究開発費の額のうち、その特許権譲渡
等取引に係る特定特許権等に直接関連する研究開発に

係る金額の合計額 

経過措置（*1） 以下の算式で計算した金額 

その対象事業年度
において行った特
許権譲渡等取引に
係る所得の金額の

合計額 

 

× 
分母の金額に含まれる適格研究開発費の額の合計額  

その対象事業年度及びその対象事業年度前2年以内に開
始した各事業年度において生じた研究開発費の額の合

計額 

税制措置（所得控除） 以下の（i）と（ii）の金額のうちいずれか少ない金額の30％相当額を、その対象事業年
度の所得の金額の計算上、損金の額に算入する。 

（i） 対象所得金額（原則又は経過措置の金額） 

（ii） その対象事業年度の所得の金額（本税制を適用しないで計算した場合の所得の金
額（*2）） 

（*1） 経過措置は以下のいずれにも該当する場合に適用することができます。 

• 対象法人がその対象事業年度において行った特許権譲渡等取引に係る
特定特許権等のいずれかについて、その特定特許権等に直接関連する研
究開発に係る研究開発費の額がその対象法人の2025年4月1日前に開始
した事業年度において生じている場合 

• その適用対象事業年度が2027年4月1日前に開始する事業年度である場
合 
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（*2） 繰越欠損金額がある場合には、欠損金の繰越控除額が欠損金控除前の所得
の金額の50％相当額となる場合であってもその全額を控除したものと仮定
した場合の所得の金額となります。 

なお、本税制の適用にあたっては、対象知的財産であることや、その知的財産
に関連する研究開発の判別について経済産業省において確認・証明を受けるこ
ととされており（対象知的財産が人工知能関連技術を活用したプログラムの著
作物である場合には、経済産業省における確認・証明を受ける前に、人工知能
関連であるか否かにつき一般社団法人ソフトウェア協会による確認・証明を受
けることとされています。）、交付された証明書の写しを確定申告書に添付する
こととされています。 

《参考情報》 

経済産業省の「イノベーション拠点税制（イノベーションボックス税制）につ
いて」のページには、イノベーション拠点税制に関するガイドラインや証明申
請の手続等の情報が掲載されています。 

（2）対象所得金額に対する税率引下げ効果 

本税制の適用により、対象所得金額に対して以下の税率引下げ効果が生じるこ
ととなります。 

法人税率 約7％相当の税率引下げ効果（法人税率23.2％×所得控除率30％） 

法人実効税率 約9％相当の税率引下げ効果（法人実効税率29.74％（*）×所得控除率30％） 

（*） 外形標準課税対象法人に対する標準税率で計算した法人実効税率で、2026

年4月1日以後に開始する事業年度からは30.64％となります。 

《用語の意義》 

特許権譲渡等取引 以下の取引 

• 居住者又は内国法人（関連者であるものを除く。）に対する特定特許権等の譲渡 

• 他の者（関連者であるものを除く。）に対する特定特許権等の貸付け（特許権の通常
実施権又は専用実施権の設定及びソフトウェアの使用許諾を含む。） 

関連者 法人で、対象法人との間にいずれか一方の法人が他方の法人の発行済株式等の50％以上
を直接又は間接に保有する関係その他の特殊の関係があるもの 

研究開発費の額 以下の金額の合計額（その金額に係る費用に充てるため他の者から支払を受けた金額を
控除した金額） 

（i） 研究開発に要した費用の額（以下の金額を除く。）のうち各事業年度において研究
開発費として損金経理をした金額 

• 資産の償却費、除却による損失及び譲渡による損失の額 

• 負債の利子の額、手形の割引料その他経済的な性質が利子に準ずるものの額 

（ii） 各事業年度において事業の用に供した資産につきその取得をするため及びその事
業の用に供するために支出した金額（（i）の金額を除く。）のうち研究開発に関連
する部分の金額 

  

https://www.meti.go.jp/policy/tech_promotion/tax/about_innovation_tax.html
https://www.meti.go.jp/policy/tech_promotion/tax/about_innovation_tax.html
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研究開発 以下の行為 

• 新たな知識の発見を目的とした計画的な調査及び探求（以下、「研究」） 

• 新たな製品、役務、製品の新たな生産の方式についての計画・設計又は既存の製品・
役務、製品の既存の生産の方式を著しく改良するための計画・設計として研究の成果
その他の知識を具体化する行為 

適格研究開発費の額 研究開発費の額のうち、以下の金額以外の金額 

• 特許権譲受等取引によって生じた研究開発費の額 

• 対象法人に係る国外関連者に委託する研究開発に係る研究開発費の額として一定の
金額 

• 対象法人が内国法人である場合のその対象法人の国外事業所等を通じて行う事業に
係る研究開発費の額 

特許権譲受等取引 他の者からの適格特許権等の譲受け又は借受け（適格特許権等に該当する特許権に係る
専用実施権の他の者による設定、特許を受ける権利に基づいて取得すべき適格特許権等
に該当する特許権に係る仮専用実施権の他の者による設定その他他の者が対象法人に適
格特許権等を独占的に使用させる行為を含む。） 
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3. 中小法人の法人税の軽減税率の特例 

中小法人に適用される法人税の軽減税率の特例については、賃上げや物価高へ
の対応に直面している中小法人の状況を踏まえ、その適用期限が2年間延長され
た一方で、極めて所得が高い中小法人に対しては税率が2％引き上げられるとと
もに、中小通算法人については本特例の適用対象から除外される改正が行われ
ました。中小法人に適用される法人税率は以下のとおりです。（下線部：改正点） 

法人の区分 
課税標準 

（所得金額） 

法人税率 

改正前 

（2025年3月31日まで
に開始する事業年度） 

改正後 

（2025年4月1日から
2027年3月31日までに
開始する事業年度） 

中小法人 適用除外事業者 年800万円超 23.2％ 23.2％ 

年800万円以下 19％ 19％ 

上記以外 年800万円超 23.2％ 23.2％ 

年 800 万 円
以下 

所得金額が年10億円
超の事業年度 

15％ 

17％ 

所得金額が年10億円
以下の事業年度 

15％ 

中小通算
法人 

適用除外事業者 軽減対象所得金額超 23.2％ 23.2％ 

軽減対象所得金額以下 19％ 19％ 

上記以外 軽減対象所得金額超 23.2％ 23.2％ 

軽減対象所得金額以下 15％ 19％ 

《用語の意義》 

中小法人 以下の（i）又は（ii）の法人等 

（i） 期末資本金の額が1億円以下の法人（ただし、以下の法人等を除く。） 

• 大法人（資本金の額が5億円以上である法人等）による完全支配関係がある法人 

• 100％グループ内の複数の大法人に発行済株式の全部を所有されている法人 

（ii） 資本又は出資を有しない法人 

適用除外事業者 その事業年度開始の日前3年以内に終了した事業年度の所得金額の平均が年15億円を超
える法人（通算法人の各事業年度終了の日においてその通算法人との間に通算完全支配
関係がある他の通算法人のうちいずれかの法人が適用除外事業者に該当する場合におけ
るその通算法人を含む。） 

中小通算法人 大通算法人以外の通算法人 

大通算法人 通算法人又はその通算法人の各事業年度終了の日においてその通算法人との間に通算完
全支配関係がある他の通算法人のうち、いずれかの法人の期末資本金の額が1億円超であ
る場合その他一定の法人に該当する場合におけるその法人 

軽減対象所得金額 年800万円 ×（i）／（ii） 

（i） その中小通算法人の所得金額 

（ii） 各中小通算法人の所得金額の合計額 
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4. グローバル・ミニマム課税 

2021年10月にOECD/G20の「BEPS包摂的枠組み」において合意されたグローバ
ル・ミニマム課税のうち、2023年度税制改正で創設された所得合算ルール（IIR: 

Income Inclusion Rule）に相当する「各対象会計年度の国際最低課税額に対す
る法人税」（以下、「J-IIR」）について、2025年度税制改正では、OECDより公表
されたガイダンスの内容等を踏まえた以下の見直しが行われました。なお、こ
れらの見直しは、2025年4月1日以後に開始する対象会計年度から適用されます。 

（1）当期純損益金額 

国別実効税率を計算する際の基礎となる個別計算所得等の金額を算出する際の
出発点である当期純損益金額は、税引後当期純損益金額に一定の調整を加えて
算出されます。この税引後当期純損益金額は、会計上の簿価に基づき算出され
た会計上の金額とされますが、国別実効税率の計算上歪みが生じるような一定
の場合には、簿価を修正するための調整が必要とされます。 

この調整のうち、たとえば以下の措置が見直されました。 
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当期純損益金額の
決定における独立
企業間価格に基づ
く調整等 

 構成会社等と所在地国が異なる他の構成会社等との間で取引が行われた場合に、その
取引に係る金額につき独立企業間価格で行われたものとみなす調整措置について、共
同支配会社等との間で行われた取引等がその対象に加えられた。 

 構成会社等と所在地国が同一である他の構成会社等との間で資産の販売が行われた場
合に、その販売を行った構成会社等の取引に係る金額につき独立企業間価格相当額で
行われたものとみなす調整措置について、その取引においてその資産の購入を行った
構成会社等がその対象に加えられた。 

導管会社等に係る
当期純損益金額の
特例 

 

 非関連構成員（導管会社等の所有持分を有するグループ外の者）が他の導管会社等の連
鎖を通じて間接に対象導管会社等の持分を保有する場合には、当該他の導管会社等が
所在する国・地域の租税に関する法令の内容にかかわらず、その⾮関連構成員の請求権
割合に対応する⾦額を対象導管会社等の税引後当期純損益⾦額から減額することとさ
れた。 

 対象導管会社等の税引後当期純損益⾦額を減算し、その減算した⾦額を一定の構成員
の税引後当期純損益金額に加算する調整規定について、被分配会社等が他の導管会社
等の連鎖を通じて間接に対象導管会社の持分を保有する場合には、当該他の導管会社
等が所在する国・地域が対象導管会社等をどのように取り扱うかにかかわらず、被分配
会社等が所在する国・地域が、他の導管会社等及び対象導管会社等をどのように取り扱
うかによって判定することとされた。また、被分配会社等の範囲から導管会社等（最終
親会社等⼜は共同⽀配親会社等を除く。）が除外された。 

（2）調整後対象租税額 

調整後対象租税額は、国別実効税率の計算の分子とされる金額であり、「当期対
象租税額」に「一定の調整を加えた法人税等調整額（以下、「繰延対象租税額」）」
及び「特定連結等財務諸表の作成の基礎となる個別財務諸表（純資産の項目又
はその他の包括利益の項目に限られます。）に記載された対象租税の額として一
定の金額」を加算することとされています。 

このうち、「当期対象租税額」の計算の基礎となる「被配分当期対象租税額」及
び繰延対象租税額の計算の基礎となる「被配分繰延対象租税額」について、た
とえば以下の見直しが行われました。 

被配分当期対象 
租税額 

 構成会社等の持分を他の構成会社等を通じて所有する親会社等が外国子会社合算税制
等の適用を受け、その適用に係る租税がその親会社等からその構成会社等に配分され
た場合において、その租税に係る所得が当該他の構成会社等に配分されるときは、その
構成会社等に配分された租税も当該他の構成会社等に配分することとされた。 

 導管会社等である構成会社等の持分を他の構成会社等を通じて所有する親会社等が構
成員課税の適用を受けた場合において、その適用に係る所得が当該他の構成会社等に
配分されるときは、その親会社等の租税を当該他の構成会社等に配分することとされ
た。 

（外国子会社合算税制等又は構成員型課税により対象導管会社等の所得につき課された
租税は、その対象導管会社等の税引後当期純損益金額が配分される被分配会社等に配分さ
れることとなり、国別実効税率の計算において、所得とその所得につき課された租税が対
応することとされた。） 
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被配分繰延対象 
租税額 

 繰延対象租税額の計算上、以下の法⼈税等調整額のうち⼀定の⾦額を「被配分繰延対象
租税額」として加算することとされた。 

 恒久的施設等を有する構成会社等の法⼈税等調整額 

 導管会社等の法⼈税等調整額及び各種投資会社等に係る当期純損益⾦額の特例の
適⽤を受ける各種投資会社等の法⼈税等調整額 

 適格外国⼦会社合算税制等の適⽤を受ける構成会社等の法⼈税等調整額 

 構成員型課税の対象となる会社等の構成員等である構成会社等の法⼈税等調整額 

 恒久的施設等を有する構成会社等に係る個別計算所得等の⾦額の特例の適⽤を受
けた恒久的施設等の法⼈税等調整額 

（3）再計算国別国際最低課税額の見直し 

グループ国際最低課税額の計算において、たとえば、過去対象会計年度に計上
された法人税等調整額のうちその計上された金額が過大であったものとして定
められる一定の場合には、再計算国別国際最低課税額として加算することとさ
れています。 

この再計算国別国際最低課税額の計算を行う場合において、取戻繰延税金負債
（過去対象会計年度において計上された繰延税金負債に係る調整後対象租税額
のうちにその過去対象会計年度の5対象会計年度後の対象会計年度終了の日ま
でに取り崩されなかった繰延税金負債に係る部分の金額）を減額することとさ
れる措置について、その繰延税金負債の取崩しの方法に係る特例が設けられま
した。 

5. 外国子会社合算税制 

グローバル・ミニマム課税の導入により対象企業に追加的な事務負担が生じる
こと等を踏まえ、2023年度及び2024年度税制改正に引き続き、外国子会社合算
税制について以下の見直しが行われました。 

（1）合算時期の見直し 

内国法人が外国関係会社の所得の合算に必要な情報を収集し、合算所得及び税
額を計算する作業時間を十分に確保できるようにするため、外国関係会社の各
事業年度に係る課税対象金額等の合算時期について、その外国関係会社の各事
業年度終了の日の翌日から4ヵ月（改正前：2ヵ月）を経過する日を含む内国法
人の各事業年度とする改正が行われました。 

この改正は、原則として、内国法人の2025年4月1日以後に開始する事業年度に
係る外国関係会社の課税対象金額等のうち、その外国関係会社の2025年2月1日
以後に終了する事業年度に係るものについて適用されます。 

また、改正前と改正後の規定の重複適用を回避する観点から、以下の経過措置
が講じられました。 
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【経過措置】 

内国法人の2025年4月1日前に開始した事業年度に係る外国関係会社の課税対
象金額等のうち、その外国関係会社の2024年12月1日から2025年1月31日まで
の間に終了する事業年度（その事業年度終了の日の翌日から4ヵ月を経過する日
を含むその内国法人の事業年度が2025年4月1日以後に開始するものである場
合に限られます。）に係るものについては、改正後の規定を適用することができ
ます。 

これにより、たとえば12月決算の外国関係会社（外国子会社）を有する3月決算
の内国法人（親会社）のケースでは、以下の図のように、原則を適用した場合に
は内国法人の2026年3月期において合算すべき課税対象金額等はないこととな
り、経過措置を適用した場合には外国関係会社の2024年12月期に係る課税対象
金額等を内国法人の2026年3月期において合算することとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）申告書添付義務・保存義務の対象とされる書類の見直し 

申告事務負担の軽減の観点から、申告書添付義務及び保存義務の対象とされる
書類の範囲について、以下の書類をその範囲から除外する改正が行われました。 

• 外国関係会社に係る株主資本等変動計算書、損益金の処分に関する計算書そ
の他これらに準ずるもの 

• 外国関係会社の各事業年度の貸借対照表及び損益計算書（これに準ずるもの
を含む。）に係る勘定科目内訳明細書 

この改正は、2025年4月1日から適用されます。 
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II. 2026年3月期決算の税効果会計に影響を及ぼす可能性のある主な改
正項目 

1. 防衛特別法人税 

2025年度税制改正では、日本の防衛力の抜本的な強化を行うために安定的な財
源を確保する観点から、防衛力強化に係る財源確保のための税制措置として、
防衛特別法人税が創設されました。 

防衛特別法人税の概要は以下のとおりです。 

納税義務者 各事業年度の所得に対する法人税を課される法人 

税額の計算 防衛特別法人税額 ＝（基準法人税額（*）－ 基礎控除額（年500万円））× 4％ － 外国税額控除等 

適用時期 2026年4月1日以後に開始する事業年度から適用 

（*） 基準法人税額とは、所得税額控除や外国税額控除等の一定の税額控除制度を
適用しないで計算した各事業年度の所得に対する法人税額（附帯税の額は除
かれます。）をいいます。 

この防衛特別法人税の創設に伴い、法人実効税率が以下のとおり、外形標準課
税対象法人については約0.9％、外形標準課税対象外法人については約0.84～
0.85％引き上げられます。 

法人の区分 

法人実効税率 

改正前 

（2026年3月31日までに 
開始する事業年度） 

改正後 

（2026年4月1日以後に 
開始する事業年度） 

標準税率 東京都の税率 標準税率 東京都の税率 

外形標準課税対象法人 29.74％ 30.62％ 30.64％ 31.52％ 

外形標準課税対象外法人 33.58％ 34.59％ 34.43％ 35.43％ 

上記の法人実効税率は、以下を前提に計算したものです。 

• 法人事業税・特別法人事業税が損金算入されることを考慮し、年800万円超
の所得に対する税率（東京都の税率については、不均一課税適用法人以外の
法人の税率）を用いています。 

• 防衛特別法人税の計算において控除される年500万円の基礎控除額は考慮し
ていません。 

2. 外形標準課税 

2024年度税制改正では、企業の稼ぐ力を高める法人税改革の趣旨や、地方税収
の安定化・税負担の公平性といった制度導入の趣旨を踏まえ、外形標準課税の
対象法人の見直しが行われました。 

たとえば、親会社の信用力等を背景に事業活動を行う子会社への対応として、
以下のとおり改正前の基準に加えて追加基準に該当する法人が外形標準課税の
対象とされます。 
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 外形標準課税の対象法人 

改正前の基準 期末資本金が1億円超の法人 

追加基準 資本金と資本剰余金の合計額が50億円を超える法人（その法人が事業税非課税法人又は所得
割のみで課税される法人等である場合を除く。）又は相互会社・外国相互会社（以下、「特定
法人」）の100％子法人等（*）のうち、以下のいずれにも該当するもの 

• その事業年度末日の資本金が1億円以下 

• その事業年度末日の資本金と資本剰余金の合計額（2024年3月30日以後に、その100％子
法人等がその100％親法人等に対して資本剰余金から配当を行った場合においては、そ
の配当に相当する額を加算した金額）が2億円超 

（*） 100％子法人等とは、特定法人との間にその特定法人による完全支配関係が
ある法人及び100％グループ内の複数の特定法人に発行済株式等の全部を保
有されている法人をいいます。 

この改正は、2026年4月1日以後に開始する事業年度から適用されますが、上記
の追加基準により新たに外形標準課税の対象となる法人に対する税負担を緩和
するため、最初の2年間、以下の激変緩和措置が講じられています。 

激変緩和措置
の概要 

外形標準課税の対象となったことにより、従来の課税方式で計算した税額を超えることとなる
額のうち、以下の額をその事業年度に係る法人事業税額から控除する。 

2026年4月1日から2027年3月31日までの
間に開始する事業年度 

その超える額に2/3を乗じた金額 

2027年4月1日から2028年3月31日までの
間に開始する事業年度 

その超える額に1/3を乗じた金額 

上記の改正により、新たに外形標準課税の対象となる法人については、法人実
効税率（防衛特別法人税適用後の法人実効税率、上記「1. 防衛特別法人税」を
参照）が、東京都の超過税率の場合、35.43％から31.52％に、標準税率の場合、
34.43％から30.64％に下がることとなります。 

3. リース税制 

2025年度税制改正で整備されたリース税制について、たとえば、以下に該当す
る場合には税会不一致となり申告調整が必要となる可能性があるため、税効果
会計の適用に留意が必要です。 

• 新リース会計基準を適用する法人がオペレーティング・リース取引により資
産を賃借している場合（I.1.（1）（i）を参照） 

• 新リース会計基準を適用する法人が所有権移転外リース取引に係る経過リ
ース資産について、経過リース期間定額法の選定を行わなかった場合（I.1.

（1）（iii）を参照） 

• 2025年4月1日前にリース譲渡を行ったことがある法人に係る旧リース譲渡
について、延払基準（旧法法63①）の方法により経理しなかった場合におい
て5年均等計上の適用を受ける場合（I.1.（1）（v）を参照） 

• リース譲渡の特例（旧法法63②）の適用を受けている場合 
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